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学校長寿命化などの大型建設事業想定も

今後９年で普建費２２億ＦＩ減と推計一佐渡市

佐渡市はこのほど、「市財政計画（計画　　末の基金残高を標準財政規模の１５ち程

期間：４～１３年哉。）」をむ表、 普Ｓ建鼈事

業費は今後９年で２２億４００万円減少す

ると推計した（４年度：７１億８， ７００万円）。

現在進めている本庁舎建設など合併特

例債事業や新病院建設事業終了後の６

年度以降は減少するとした一方で、今後

も学校長寿命化などの大型建設事業等

の実施も想定していることから、「持続可

能な財政運営」に向け、実質公債費１：ヒ率

１８９ぶ未満を維持することを 目指す。

さらに、 災害などの突発的な財政需要に

常に対応できるよう、 本計画の最終年度

度確保できるよう努めることとし， そのた

めに財政調整基金繰入金を年次的に減

少させ， 歳入規模に見合った歳 出となる

よう取組む方針。

歳■予算の推移のうち，普 ｊｉ建設事業

費は◆５年度 ：７９億９， ６００万 Ｐモｊ◆６年

度：５４億５，３００万ＰＩ◆７年度：５３億６，９０

０万 Ｆ９◆８年度：５２億５， ４００万 Ｆ［１◆９年

度： ５１億５，８００万Ｆｊ◆１０年度 ：５０億６，９

００万Ｆ９◆Ｕ年度： ５０億３，９００万円◆１２

年度：５０億１， ４００万 Ｆｊ◆１３年度：４９億

８， ３００万 ＰＩ－と試算している。

自然エネａｌｌｌｌへＩｌｌＳ
地域圭導 ・需要家起点で事業実現

今ＪＥＩ 下旬 に事業者決定一県産業労働部

２８ 日まで。

参加資格要件 は、

他自治体における再

生凩能エネルギーに

県産業労働部は、 Ｎ令和４年度新潟県　　関する調査や計籌策定業務を受託し、

自然エネルギーの島構想推ま業務」の

発注に向けた企画提案の公募を開始し

た。

佐渡市および粟島浦村を対象とした

“自 然エネルギーの島構想”に基づき、

「地域主導・ 需要家起点の 自立 ・分散型

エネルギー事業」 の実現に向けた検討お

よび調査、プロジェクト支援とセミナー等

の戛催を行うもので、 履行期限は５年３ ＪＩ

ｌｌ力・Ｓｔに水１１１新ｌ
上Ｍ市下笳４でＪｊＥｉｉＳまる

適切に業務を履行した実績を有する法

人で構成する単体はまた共 回企業体な

ど。

今Ｊ１３ 日まで参加申込書を受け付ける。

その後、 企画提案書の提出を１７日 に締め

切り、書面審査を経て 同ＪＩ下旬に委託

事業者を決定 ・公表する。

委託費用は税込み１， ６５５万 ８， ０００ＦＩ以

Ｆち｜としている。

２基－の砂防堰堤完成を予定するととも

に、 地すべり対策施設では、柿崎と桑取、

タ． 力で Ｘ１ 才のまほかｕ ；入 むμ １加＿

イワコンハウス新

潟㈱ （新 潟市江

南Ｋ 、高 尾茂典

代表取締役） は７
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日本ｇＱケアファームＳＩがｌａ工
ムコここヅツ‰。

Ｊ１ ２３ 日、 新潟市江南【Ｘ早通４－２－５地　併設してお

内の敷堙！３，３９０ｎｉで施工をｔめてきた　 り、 一回 季を

サービス付き高齢者向け住宅「ココファン　 ａしてさま

ガーデン新Ｓ亀日ヨ１ 」の竣工セレモニーを　ざまな花を

挙行、新たな施設の完成を祝つた。

日本初の農福連携施設 （ケアフアーム）

となる本施設は、 回社と㈱学研ココファン

が連携し整備を進めてきたもので、 規模

はＷ造２Ｆ２，０３２．８伍、 総戸数５０戸。施

設設計は東京都新宿区のシスケアが担

售。 今回か

らオープン

する。

敷ｔ Ｆ大１に

はガーデ

ンと農園を

楽しめるほ

か、 農園で

作物 の栽 テープカットのようす

培・ 収穫を行うことで、誰でも役割を持ち、

多世代交流の場としても機能する。

式典後に高尾代表取締役は「遊休地に

なっていた土地のき用にあたり、学研ココ

ファン様からお話を頂き、 日本初のケア

ファーム施設を新設することができた。住

む大湊が安心して住めるだけではなく、

ご満箆。頂ける施設になっていると思う」と

語つた。

総合白９な検証の継続求める
除雪体制に関する提言書最終とりまとめ

　７？
Ｓｔ？？

事が座長を務めた新潟市除雪体制等検

証会議は７Ｊ１２８日 、新潟市役所を訪れ

中原八一市長に除雪体制に関する提言

書の最終とりまとめを手交した＝Ｓａ。

検証会議は、 ３年１ｎ に発生した異常降

雪における除雪対応で表面化した様４

な課題等を検証し、改善につなげていく

ため検討を行つてきたもので、 昨年 １０　ｙｊ

には 中笥報告として「除排雪の効率化」

および「市Ｋ広報の積極的な展 開」 の２

いた。

今回の最終とりまとめでは、ＰＤＣＡサイ

クル構築を図る考えを新たに盛り込み、

新技術活用への期待や、総合的な検証

を継続することを求めた。

中原市長は「ＰＤＣＡサイクルの構築に

努めていきたい」 と応え、 市では前年度の

降雪 ・除雪状況や現状の社会情勢など

を踏まえた上で、 意見を聴取する場を設

け、 さらなる改善を図ることとしている。

ガーデンから見た施設


